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研究要旨 
がん対策推進基本計画に個別目標として明記されている「全ての市町村で精度管理を行
う」「50％の受診率達成」に資する体制を構築するための検討を行った。 
精度管理指標についての検討では、過去のコンセンサスパネルに基づいて集団検診チェッ
クリスト（CL）の改訂案を作成し、新たに個別検診CLを作成するための検討を進めた。昨年
度までの調査により、個別検診CLでは医師会の役割を明確化すべきであることを明らかにし
ており、今年は先進自治体（10自治体）へのヒアリングにより、医師会と自治体の連携体制
について事例を収集した。またプロセス指標については、H17～22の指標値の都道府県毎ベ
ンチマーキングにより改訂案作成の検討を開始した。精検受診率については全体的に水準が
向上しており基準値の引き上げが妥当だと判断された。 
精度管理手法についての検討では、昨年度に引き続き都道府県が管轄下各市区町村や検診
機関に対して行うべき精度管理手法を標準化し、それらを都道府県の精度管理の要である生
活習慣病検診等管理指導協議会（協議会）関係者に周知する為の全国講習会を開催した。講
習会では40県（74名）の参加を得た。さらに、講習会の効果と都道府県の精度管理水準を評
価する手法を確立した。 
全国の精度管理状況を把握するために、市区町村の検診実施体制（CL実施率）、及び協議
会（がん部会）の活動状況を調査した。前者はH21年度から調査を開始し、これで5回目にな
る。実施率は初年度より約10ポイント上昇しており、全体では改善しているものの、調査開
始時より一貫して実施率が低い項目（個別受診勧奨の実施、受診歴別等の詳細なデータ収集、
適切な基準による委託検診機関の選定）も明らかになった。協議会の活動状況については、
がん種によって若干の差はあるが、32～33県が協議会を開催しており、管轄下市町村の精度
管理状況を公表しているのは14～16県、検診機関の精度管理状況を公表しているのは10県だ
った。各県につき協議会の活動状況を5段階評価し、研究班のホームページにて公表した。 
精度管理を向上させる体制については、市町村担当者を支援するツールとして「自治体
担当者のための精度管理向上指導マニュアル」を作成した。マニュアルでは、精度管理の
基本、チェックリスト改善のための具体策、先進自治体の取り組み事例等を紹介した。ま
た、都道府県担当者を支援するツールとして「自治体のためのがん検診精度管理支援のペ
ージ」を開設した。このホームページでは研究班が開発した精度管理ツールや、精度管理
についての最新情報、常設の相談窓口の提供が可能になった。 
受診率を向上させる体制については、既に海外で受診率向上のエビデンスがある
call-recall(網羅的な対象者名簿の作成、対象者全員への個別受診勧奨、再勧奨)の普及率
を調査し、約6%であることが分かった。 
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Ａ．研究目的 
2007 年にがん対策基本法が施行され、がんによる
死亡率を 20％減少させることを目標にした、がん対
策推進基本計画が策定された。平成 24 年 6月のいわ
ゆる第 2 期基本計画の中では、そのために取り組む
べき施策とその個別目標として、全ての市区町村で
有効性の認められたがん検診を、適切な精度管理の
下で提供し、かつ受診率をあげることが求められて
いる。がん検診は常に一定水準の質が担保されてい
なければ、十分な死亡率減少効果を発揮することが
できない。既に欧米では組織型検診として十分な精
度管理体制の下で検診が行われており、実際に英国
など多くの国で乳がん・子宮がんの死亡率減少を実
現している。一方、わが国ではがん検診精度管理の
手法・体制が未整備であり、がん検診の質が低迷し
てきた。実は欧米においてもその体制が未整備な国
では成果が上がっていない。 
組織型検診における精度管理の手法は品質保証/
管理(Quality assurance:QA)であり、その骨子が上
記第 2 期計画の個別目標に反映されている。本研究
では、QA の 3段階をなす①精度管理水準の評価指標
の設定と手法の開発、②①を用いたモニタリング、
③②の分析による評価とその対応策の還元による改
善のそれぞれの検討を行って、がん検診の質向上の
ための基盤整備に必要な条件を明らかにするととも
に、最終目的は、わが国の対策型検診における精度
管理手法を構築することである。その中で今年度は、
精度管理水準の評価指標・手法の開発、精度管理手
法の実態把握、精度管理を向上させる対策について
各々課題を設定し、検討を行った。 
 
 
 
Ｂ．研究の背景・方法 
以下、項目別に背景・方法を記述する。 
 
1.精度管理の評価指標・手法の開発 
（1）検診実施体制指標の作成 
①集団検診の評価指標の改訂案作成 
健康増進事業として行われる対策型検診には集
団検診と個別検診がある。このうち集団検診の検
診体制を測る指標として、本研究班の前身研究班
が「事業評価のためのチェックリスト（CL）」を
作成し、厚労省の検討会を経て H20 年に公表され
た。この CL は 5がん（胃がん、大腸がん、肺がん、
乳がん、子宮頸がん）について各々都道府県版、
市町村版、検診機関版で構成され、検診体制とし
て最低限整備すべき項目がリスト化されている。
これら CL の達成状況をモニタリングすることで
全国の検診実施体制が初めて把握可能になる。が
ん対策推進基本計画中間報告書（H22）においても、
同基本計画「全ての市町村で精度管理を行うこと」
の進捗指標として用いられた。 

CLの指標としての意義はすでに確認されている
が、一方で、その改善すべき点も明らかになって
おり、また全国の精度管理状況の変化を踏まえた
改訂の検討も必要である。この CL 項目の内容につ
いて、本研究班がこれまでに実施したコンセンサ
スパネル（CL 項目内容の妥当性を検証する会議）
や、毎年行っている CL の達成度を測る調査（後述）
の中で指摘された問題点、及び公表後 5 年間の精
度管理体制に関する状況の変化について検証し、
改訂案を作成した。 
 
②個別検診チェックリストの作成 
個別検診は CL 作成当時、現在ほど健康増進事業
の中での実施割合は高くなく、また精度管理体制
が集団検診と比べると、著しく不備なため、まず、
集団検診の体制評価を目的に現在の CL が作成さ
れた。その後、個別検診の受診者数は年々増加し
ており、近年では健康増進事業の受診者のほぼ半
分を占めているが、その精度管理体制については
殆ど整備されず、集団検診との較差が大きい。昨
年の調査でも、個別検診の主たる担当者で本来精
度管理を主導する立場にある医師会が実際には十
分に機能できていないことを特定した。個別検診
用の CL にはこうした医師会との連携体制に関す
る要件項目が不可欠であり、既存の集団検診 CL が
そのまま適用できない。従って、個別検診に必須
の要件を含んだ新たな CL が必要である。 
今年度は、昨年の調査により、優れた個別検診
精度管理を行っていることが判明した 10 自治体
（2 医師会）に対し、精度管理の取り組み事例、
即ち自治体と医師の連携体制や各々業務範囲につ
いて詳細なヒアリング調査を実施した。次いで、
各事例から個別検診で整備すべき要件を抽出し、
それが他自治体でも適用可能かどうかについて、
全国調査によって検証した。全国調査の対象はH23
年度の地域保健・健康増進事業報告で、1 種類の
がんでも個別検診を行っていた 1531 市区町村、及
び 47 都道府県とした。 
 
（2）プロセス指標の数値目標の設定 
精度管理のもう一方の指標であるプロセス指標
（精検受診率、発見率等）について、前身研究班
では、都道府県別のベンチマーキングにより基準
値（許容値、目標値）を設定し、これが厚労省検
討会を経て H20 年に公表された。公表時の方針と
しては、基準値設定の目的は全国自治体のボトム
アップであること、また今後の状況の変化に応じ
て基準値自体を見直す可能性があること、とされ
ていた。そこで今回、基準値運用開始から 5 年間
が経過したのを機に、その間のプロセス指標値の
推移を検証し、基準値改訂の是非について検討を
行った。 
 



 
2.全国の精度管理状況の把握 
（1）市区町村の精度管理状況について 
全国市区町村のがん検診実施体制（集団検診）
を把握するため、集団検診 CL（市町村用）の実施
状況を調査した。この調査は前身の研究班にてH21
年度に開始し、今回で 5 回目にあたる。調査票は
基本的には初回時に作成したものを用いた（全項
目の回答基準を統一）。回答対象は全 1704 市区町
村（H25 年当時）のがん検診担当者で、回答方法
は各 CL 項目への 2 択（はい/いいえ）とした。事
前に都道府県に調査協力（管轄下市区町村への周
知等）を依頼し、協力を了承した 46 都道府県の市
区町村を調査対象とした。 
 
（2）都道府県の生活習慣病検診等管理指導協議会
（協議会）の精度管理状況について 
都道府県の精度管理状況を把握するために協
議会（がん部会）の活動状況を調査し公表した。
回答対象は各都道府県のがん検診担当者とした。
「協議会の活動」は平成 20 年の厚労省健康局長通
達(厚労省がん検診事業評価委員会報告書)を踏ま
えて定義した。調査内容は、H24 年度の胃がん部
会、大腸がん部会、肺がん部会について、部会開
催の有無、部会の検討事項、検討事項公表の有無、
及び都道府県 CL の達成状況とした。この調査は全
国の都道府県の精度管理状況の把握とともに、H23
年度に行った肺がんの全国研修会の効果をみるこ
とも目的にしている。なお結果を公表することに
ついては、予め調査前に承諾を得ている。 
 
 
3.精度管理向上体制に関する検討 
（1）市区町村の精度管理向上に対する支援 
精度管理を向上させる上で、まずは CL の達成度
を上げることが重要である。過去の調査により、
CLの項目によっては自治体の自助努力のみでは達
成できない項目があること、今後達成するために
他県の成功例を必要としていること等を把握して
いた。そこで昨年に、それらの項目について先進
自治体の取り組みについてヒアリングを行い、自
治体の規模に応じた具体的な解決策を検証した。
今年はこれらに解説を添えて、自治体担当者向け
の参考書「自治体担当者のためのがん検診精度管
理マニュアル」としてまとめた（国立がん研究セ
ンター事業への協力として提供した）。 
 
（2）生活習慣病検診等管理指導協議会（協議会）の
行うべき精度管理の検討及び都道府県の精度管理
向上に対する支援 
①全国がん検診指導者講習会のコンテンツ作成 
協議会はがん種ごとにがん部会を設け、都道府
県内の全市区町村及び全検診機関の検診精度管理

を担うべき組織とされている。具体的には、各自
治体、各検診機関の精度管理状況を個別に把握し、
評価・分析した上で、各組織にフィードバックし、
具体的な改善策を指導・助言し、かつその内容を
住民に公表するべきとされている（平成 20 年厚労
省健康局長通達)。しかしながら、現状では一部の
都道府県（がん検診に詳しい専門家がいる都道府
県）を除いてほとんど形骸化していた。その主な
要因は標準化された精度管理手法がなかったこと
だと想定される。そこで本研究班は協議会が行う
べき精度管理手法（CL・プロセス指標の分析に基
づく手法）、及び協議会が精度管理を行う際に必要
なツール（文書雛形等）を作成し、それらを普及
するための全国講習会を開催した（国立がん研究
センターが講習会を開催し、本研究班が会のコン
テンツを作成した）。今年度は胃がん、大腸がん、
肺がんのコンテンツを更新した。 
 
②都道府県行政担当者への情報提供、及びがん検
診精度管理対策への支援 
  都道府県の行政担当より「市町村からの質問に
どう回答すべきか知りたい」「他県の取り組みを
聞きたい」「精度管理について専門家の意見を聞
きたい」等、精度管理についての情報提供を頻繁
に求められている。また、都道府県の行政担当者
の異動により、精度管理に関する知識が定着しに
くい現状も指摘されてきた。そこで、行政担当者
との相互コミュニケーションを図る目的で「自治
体の為のがん検診精度管理支援のページ」を開設
し、行政担当者からの質問対応（がん検診精度管
理全般）や、過去の CL 調査結果やプロセス指標数
値（全国平均値との比較つき）を都道府県毎にフ
ィードバックした（ホームページは国立がん研究
センター事業の下で開設し、本研究班はそのコン
テンツを開発した）。 
 
③標準化受診率の算出 
地域の受診率を比較するためには、受診率の算
定方法（特に推計対象者数の算定方法）を自治体
間で統一する必要がある。前身の「標準的検診法
と精度管理や医療経済効果に関する研究」班では
、検診の推計対象者数の考え方について検討し、
その算定方法を確立した。すなわち、全人口-40
歳（子宮頸がんは 20歳）以上の就業者数+農林水
産業従事者-要介護 4・5 の認定者を標準の推計対
象数とした。今年度は、昨年度に算出した推定対
象者数（分母）を使用し、新たにH23年度のがん
検診受診率を算出した※（標準化受診率の算定、公
表は国立がん研究センター事業において行い、本
研究班は知見の提供及び集計作業を担当した）。
H23年度の受診者数の出典は以下の通りである。 
 
※H23 年度（H23 年度地域保健・健康増進事業報告



使用） 
・胃がん：第 16-1、第 16-2 表、第 16-3 表 
・大腸がん：第 18-１表、18-2 表、第 18-3 表 
・肺がん：第 17-1 表、第 17-2 表、第 17-3 表 
・乳がん：第 20-1 表、第 20-2 表、第 34-1 表、
第 20-3 表、第 20-4 表、第 35-1 表 
・子宮頸がん：第 19-1 表、第 19-2 表、第 32-1   
 表 
 
4.受診率向上に関する検討 
（1）自治体での Call-recall システム整備状況の
把握 
全国の個別受診勧奨及び再勧奨の実施体制、
いわゆる Call-recall システム（CRS）の普及
率を把握する為にアンケート調査を行った。回
答対象は全市区町村のがん検診担当者で、調査
項目は「対象者の網羅的な名簿を作成している
か」「がん検診の対象者全員に個別に受診勧奨を
行っているか」「未受診者全員に個別に再勧奨
を行っているか」とした。 
 
 
（倫理面への配慮） 
上記の研究において倫理審査の対象となる案件は
ない。官庁統計等は所定の申請・許可を得て用い
ている。 
 
 
 
Ｃ．研究結果 
以下、項目別に研究結果を記述する。 
1.精度管理の評価指標・手法の開発 
（1）検診実施体制指標の作成 
①集団検診の評価指標の改訂案作成 
今回の研究期間（2 年間）では検診機関版の改
訂案（別添資料 1）を作成した。主な改訂点とし
ては、CL 公表時（H20 年）以降 5 年間に生じた変
化の反映（例として学会規定の更新：読影医や技
師の認定制度の変更、撮影機器や技術の進歩、各
種検診マニュアルの更新等）、CL 項目について誤
った解釈を避けるための解説の追記、を行った。
改訂は 5 がん全てについて行い、厚生労働省「が
ん検診のあり方に関する検討会（H25年 7月 3日）」
に CL 改訂案として提案した。 
 
②個別検診 CL の作成 
10 自治体へのヒアリングの結果、個別検診の精
度管理の要件として、「精度管理項目を明記した検
診実施要項の作成」、「検診実施要項が遵守可能な
医療機関とのみ委託契約」「委託後の各医療機関
における要綱の遵守状況の調査」「医療機関別の
精度管理状況の確認・分析」「各医療機関への分析
結果の還元・指導・助言」が重要なことが示され

た。またこれらには行政（県、市町村）と県医師
会・地域医師会等が各々関与していたが、どの組
織がどの程度関与するかについては 10 自治体の
中でもかなり多様性があった。従って、これらの
要件を CL 項目化する際には、どの組織に何を義務
付けるかについて、他自治体の実態を十分検証す
ることが必要なことが判明した。そこで H26 年 2
月より、上記の要件についてどの組織が、どの程
度関与しているかについて具体的に把握するため
の全国調査を開始した（調査票は別添資料 2）。H26
年 5月時点での回収率は 57.4％（880/1531 市区町
村）で、今後詳細を分析予定である。 
 
（2）プロセス指標の数値目標の設定 
直近 5年間（H17 年～H22 年）のプロセス指標値
について、H20 年当時の基準値の設定方法に基づ
いて、都道府県毎のベンチマーキングを行い（別
添資料 3）、新たな基準値を検討した。その結果、
要精検率の許容値は、胃がん検診で 10％（現行
11％）、乳がん検診で 9％（現行 11％）と、各々現
行の許容値より 1～2％低かった。また精検受診率
の許容値は、胃がん検診で 80％（現行 70％）、肺
がん検診で 75％（現行 70％）、乳がん検診で 85％
（現行 80％）と、各々現行の許容値より 5～10％
高かった。それ以外では変動がみられず、現行の
基準値の据え置きが妥当と判断された。今後、こ
れまでの 5 年間の変動の要因も踏まえて分析した
上で、新しい基準値案を決定し、最終的に厚労省
「がん検診のあり方検討会」に提案する予定であ
る。 
 
 
2.全国の精度管理状況の把握 
（1）市区町村の精度管理状況について 
調査の回答率は 83.9％（1429/1704 市区町村）
だった。CL 各項目の実施率一覧は別添資料 4に示
す。主要な項目について記すと、がん種により若
干の差はあるが、「対象者の網羅的な名簿を住民
台帳に基づいて作成している」が 88～89％、「対
象者に均等に受診勧奨を実施している」が 50～
51％、「仕様書によって委託検診機関を選定して
いる」が 57～59％、「仕様書が精度管理上適切で
ある」が 42～44％であった。 
 
 
（2）都道府県の生活習慣病検診等管理指導協議会
（協議会）の精度管理状況について 
全 47 都道府県より回答を得た。その結果、がん
部会を開催した県は 32 県（胃がん、大腸がん）、
33 県（肺がん）だった。また、管轄下全市区町村
の CL 遵守状況を公表した県は 15 県（胃がん）、14
県（大腸がん）、16 県（肺がん）、全検診機関の CL
遵守状況を公表した県は 10 県（3がん共通）だっ



た。以上の調査結果について都道府県別に評価し、
研究班のホームページ※で公表した（別添資料 5） 
また、肺がん部会の活動状況について昨年度と比
較すると、がん部会の開催については 1 県、市区
町村CL遵守状況の公表については3県増加してい
た（胃がん部会、大腸がん部会の活動状況調査は
今年度が初回である）。 
※
http://canscreen.ncc.go.jp/management/index.
html 
 
 
3.精度管理向上体制に関する検討 
（1）市区町村の精度管理向上に対する支援 
「自治体担当者のための精度管理マニュアル」を
作成した（H26 年 6月に全自治体に送付予定） 
 
（2）生活習慣病検診等管理指導協議会（協議会）の
行うべき精度管理の検討及び都道府県の精度管理
向上に対する支援 
①全国がん検診指導者講習会のコンテンツ作成 
講習会には 40 県（約 74 名）の胃がん部会、大
腸がん部会、肺がん部会関係者の出席を得た。講
習会のコンテンツとして、検診精度管理の基本的
な解説に加え、応用編として実際の地域における
取り組み事例（福井、大阪、東京、金沢）を紹介
した。開催概要、及び資料は研究班ホームページ
にて公開した。 
 
②都道府県行政担当者への情報提供、及びがん検
診精度管理対策への支援 
各都道府県が精度管理対策の基礎資料として利
用できるよう、国立がん研究センター「自治体の
ためのがん検診精度管理支援のページ」において、
今年の市町村用 CL の結果やプロセス指標結果を
還元した。還元したデータは、H26 年 2 月現在で
34 県が利用した。 
 
③標準化受診率の算出 
H23年度の全国市区町村の推計対象者数と受診
率を算出した。今後国立がん研究センターがん対
策情報センターの情報提供サイト「がん情報サー
ビス※」に掲載される予定である。 
※
http://ganjoho.jp/professional/statistics/s
tatistics.html 
 
 
4.受診率向上に関する検討 
（1）自治体での Call-recall システム整備状況の
把握 
上記 2（1）の調査で有効回答のあった市区町
村のうち、網羅的な対象者名簿がある市区町村

は約 88％、対象者名簿を基に個別勧奨をしてい
る市区町村は約 50％、上記の 2項目に加え、未
受診者全員に再勧奨をしている市区町村は、
6.4%（胃がん）、6.6%（大腸がん）、7.2%（肺が
ん）、6.1%（乳がん）、6.1％（子宮頸がん）であ
った。 
 
 
 
Ｄ．考察 
最近までわが国のがん検診は自治体での精度管理
の手法を欠き、検診実施体制の実態も不明だった。
本研究班は、前身の研究班（H18～20 年度）におい
てがん検診の構造指標(がん検診 CL)を作成し、一連
の成果が厚労省「がん予防重点教育及び検診実施の
ための指針」に盛り込まれた。以来、初めてわが国
のがん検診体制の実態把握や精度管理改善の為の対
策が可能となった。本研究では上記の基礎的検討に
基づいて、より実効性の高い精度管理体制の構築に
ついて検討したものである。 
 
1.精度管理の評価指標・手法の開発 
・集団検診 CL の改訂 
集団検診 CL の体制指標としては、H20 年に集団検
診 CL（検診体制を測る構造指標）が厚労省より公表
されている。これにより、全国の検診精度管理体制
の把握や、自治体や検診機関による自己点検が可能
となり、その水準の向上も図れるようになった。そ
の後、H21 年～23 年の前研究班では CL の適切性評価
を行い、「CL の要求内容を 100％満たすことが可能
か」、「要求されている項目に曖昧さがないか」等を
検証した。今年度はこれらの過去の知見を踏まえて
CL 改訂案を作成し、現在厚労省で行われている「が
ん検診のあり方に関する検討会」に提出した。以上
の一連の作業により、今後、CL の評価指標としての
有用性がさらに向上することが期待できる。 
 
・個別検診 CL の開発 
個別検診についてはこれまで全く精度管理が行わ
れておらず、体制指標も作成されていなかった。実
際に、その精度管理水準は集団検診と比較して極め
て低く、例えば精検受診率は集団検診より約10～20%
も低い。しかも自治体検診における個別検診の割合
は年々増加しており、このままでは従来の比較的精
度管理の良好な集団検診が個別検診に置換され、全
体として検診の質が低下することが予想される。従
って個別検診 CL の作成は急務である。集団検診と個
別検診の最大の違いは、個別検診においては地域医
師会が検診とその後の診療へ関与する比重が大きい
ことである。しかし、昨年度の調査によると、多く
の自治体で医師会との連携体制が無く、精度管理に
医師会が関与していないことが明らかとなった。そ
こで今年度は先進自治体へのヒアリング調査や全国



調査を通じて、医師会と行政の連携体制の実態を調
査し、個別検診の精度管理水準が高い自治体では両
者が連携して「検診実施要項の作成」「要綱に沿った
検診機関の選定」「医療機関別の精度管理水準の分
析、改善指導」を実施していることが明らかになっ
た。今後これらの要件を盛り込んだ CL を作成し、妥
当性・有用性評価を行った後運用することで、全国
の個別検診の水準の向上が期待できる。 
 
・プロセス指標基準値の改訂 
プロセス指標値の基準値については、H20 年の基
準値設定当時の方針（都道府県毎のベンチマーキン
グ）を引き継ぐことで合意を得たが、具体的な数値
については今後がん種毎に十分検討する必要がある。
例えば、精検受診率は 5 年前より改善傾向を示して
いるが、その理由については、精検受診勧奨の取り
組みが改善し、精検受診状況が実際に向上した可能
性とともに、健康増進事業報告の集計時期が改訂さ
れたことで精検結果未把握が減少し(それ自体、精度
管理上望ましいことであるが)、実際の精検受診状況
は改善していない可能性も考えられる。また改善率
についてもがん種によって異なり、子宮頸がんは僅
かな改善にとどまるが、その他のがんは 5～10 ポイ
ント程度改善している。要精検率や発見率について
はさらに臓器特異的な要素が加わる為、今後各臓器
の専門家や関連学会の協力者と共に詳細に分析を行
う必要がある。また、H20 年以降 5 年間の間に、地
域保健・健康増進事業の集計様式の改訂、CLの普及、
クーポン事業の実施といった様々な施策が施行され、
それらがプロセス指標値に与える影響を検証するこ
とは大変重要である。 
 
2.全国の精度管理状況の把握 
・市区町村の実態把握 
健康増進事業に基づく集団検診の精度管理状況に
ついて、市区町村における CL 項目の達成率を調査初
年度（H21 年度）と比較すると、がん種によって異
なるもののH25年度では3～7ポイント改善している。
しかしながら本来 CL は全項目遵守すべきものであ
ることを考えると、現状の精度管理水準はまだ不十
分である。 
 
・都道府県の実態把握 
都道府県の精度管理状況については、がん部会を
開催している都道府県は 30 県以上あるものの、市町
村や検診機関の精度管理水準を公表している県は10
～16 県にとどまり、厚労省から求められた本来の活
動が行われていない実態が明らかになった。なお、
肺がん部会の活動状況調査は他がんに先駆けて開始
しており、H25 年度で 2 回目の調査を終了した。初
年度の調査時より部会開催や市町村 CL 公表を行っ
た県が若干増加しており、前年度に研究班が評価結
果を公表したことにより改善を促したことが予想さ

れる。今後各都道府県の評価結果を毎年継続して公
表することにより、さらに精度管理改善を促進する
ことが期待できる。 
 
3.精度管理向上体制に関する検討 
・市区町村の精度管理水準 
市町村の精度管理に対する支援として、精度管理
の基本となる市町村 CL 項目実施のための具体的な
改善策を纏めた（自治体担当者のためのがん検診精
度管理マニュアル）。理論のみならず、実際に水準の
高い自治体における有効な取り組みを反映し、かつ
自治体の規模別に具体策を提示したものである。マ
ニュアルでは精度管理の基礎知識や CL 項目の正し
い解釈についても解説しており、市町村担当者への
教育効果も期待できる。 
 
・都道府県の精度管理水準 
都道府県の標準的精度管理手法が開発され 
たことにより、協議会の活性化が初めて可能とな
った。全国研修会を通じてこの手法を普及させるこ
とで、全国の協議会が活性化し、検診の質の均てん
化につながる大きな効果が期待できる。実際、全国
研修会や研修会後の都道府県の活動度の評価はまだ
始まったばかりであるが、部会開催や、自治体の精
度管理を新たに開始した県が認められている。今後
継続的に都道府県の活動度の評価を行う予定である。 
さらに、都道府県担当者向けのホームページを開
設したことにより、新しい精精度管理ツールの提供
や常設の相談窓口を通じた支援体制が整備された。
今後はこのホームページを利用して、e-ランニング
講座の実施等を検討している。 
 
4.受診率向上体制に関する検討 
受診率向上のエビデンスのある call-recall が日
本ではわずか6～7％の市区町村でしか行われておら
ず、昨年度とほぼ横ばいであった。なお、約 88％の
市区町村が網羅的な対象者名簿があると回答したが、
これは過大評価の可能性が指摘されている。網羅的
な対象者とは本来「住民基本台帳に基づく全住民」
を指しているが、実際には自治体によって対象者の
定義が多様である（例えばクーポン事業の対象者の
み名簿化しているなど）。今後は本来作成すべき名簿
の周知をはじめ、実際に機能する call-recall シス
テム整備のための啓発が必要である。 
 
以上のように、本研究ではがん対策推進基本計画
の個別目標の具体的な推進のために重要な知見を提
示した。 
 
 
 
Ｅ．結論 
死亡率減少が実現できるがん検診精度管理体制の



構築のために、1.精度管理の評価指標・手法の開発 2.
全国の精度管理状況の把握 3.精度管理向上体制に
関する検討、4.受診率向上体制についてそれぞれの
検討課題を設定し検討を行った。これらの検討結果
を今後国の支援の下に全国都道府県・市区町村にお
いてがん検診精度管理に活用することにより、全国
のがん検診の質の向上と標準化に寄与し、最終目的
であるがん死亡率減少に資することが期待できる。 
 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし  
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